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p3１．風力発電における経緯と取組み（１）

【遠隔出力制御システムの技術仕様策定の経緯】
 平成27年1月22日FIT法施行規則改正（1月26日施行）
・無補償での出力制御：30日/年間⇒太陽光360時間/年間，風力720時間/年間

指定電気事業者には無補償での出力制御の時間制約なし
・遠隔出力制御システム：電気事業者からの求めに応じ出力制御を行うために必要な

機器の設置，費用の負担その他必要な措置
 平成27年2月17日第4回系統WG
・出力制御システムの構築について考え方が示された

【太陽光遠隔出力制御システムの技術仕様策定の取組み】
 平成27年3月4日第5回系統WGにおいて，太陽光発電協会が日本電機工業会，電気
事業連合会との連名で「出力制御機能付PCSの技術仕様」を報告。単方向通信(インター
ネットによる出力制御スケジュール方式)の仕様について整理した。

 本仕様に基づき，エネ庁補助事業「次世代双方向通信出力制御緊急実証事業」（平成
27～28年度において，九州電力が「出力制御機能付PCS技術仕様書」を制定し，遠隔
出力制御システムの開発・実証を行った。

 実証結果も踏まえ，平成28年10月14日第8回系統WGにおいて，太陽光発電協会が
日本電機工業会，電気事業連合会との連名で，出力制御機能付PCSの技術仕様の補
足事項を報告した。

風力の取組みは次ページ



p4１．風力発電における経緯と取組み（２）

【風力発電遠隔出力制御の技術仕様策定の取組み】
 前述のとおり太陽光発電の技術仕様については既に策定されているが，風力発電の技術
仕様は未策定の状況。

 風力についても遠隔出力制御システムにより出力制御をきめ細やかに実施するためには，
風力発電遠隔出力制御の技術仕様についても策定する必要がある。

 このため，関係事業者間での協議やNEDO実証事業「遠隔出力制御システムの開発・実
証」（平成27～30年度）などを行いながら検討を行い，風力発電の遠隔出力制御の技
術仕様を策定した。当面はこの技術仕様を標準化仕様として出力制御を実施することとす
る。

 【目的】
・きめ細かい出力制御を実施し再生可能エネルギーの連系量拡大を目指す
・遠隔出力制御システムの標準化・低コスト化
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【風力発電の技術仕様策定にあたっての対応方針】
 風力発電所の出力制御は、各国またはエリアTSOのグリッドコードに基づき，各メーカーが，
要求仕様を満足する風力発電制御装置(WFC)を納入し対応している。但し,TSOからの制
御指令値の伝送方式・項目，WFCとのインターフェイス方式は、必ずしも統一されていない。

 このため，太陽光のように標準仕様の制御装置を新たに開発・整備するのは現実的ではない
ことから，WFC等を個別に改造することを想定し，遠隔出力制御のための情報伝送項目，
通信装置構成，通信方式を標準仕様として定める方針とした。

 本方針については，NEDO実証事業「電力系統出力変動対応技術研究開発事業／再生
可能エネルギー連系拡大対策高度化(事業Ⅲ風力)」（平成27年度～平成30年度）の有
識者委員会において，東北電力から説明いただき，承諾いただいている。

 なお，技術仕様の具体的内容については，太陽光の技術仕様と統一を図るため，太陽光
発電協会，日本電機工業会，電気事業連合会にて公表している「出力制御機能付PCSの
技術仕様について」に準じたものとした。

 上記仕様に基づき，東北電力他において，上記NEDO実証事業により，遠隔出力制御シ
ステム(※)を構築し，現在，風力発電の出力制御の実効性について検証を進めている。

２．風力発電遠隔出力制御の技術仕様策定にあたっての方針

（※）システム構築に係る基本的な考え方，検討の方向性，および要件は太陽光発電における遠隔出力制御システム
と基本的に同じ。(第5回系統WG資料２に記載)

【北海道エリアにおける特別高圧連系風力の技術仕様について】
北海道エリアでは，既に特別高圧連系風力発電所に対して先行して出力制御システムを導入し
ており，今回定める標準化仕様を求める場合、多大な改造費用が発生することから、標準化仕様
と一部仕様が異なる。



p6（参考）出力制御システム構築に関する検討の方向性

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p7（参考）出力制御システムに求められる要件

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p8３．風力発電の遠隔出力制御システムの概要（１）

 NEDO実証を踏まえ，今後必要となるシステム構成を以下のとおり想定した。
＜一般送配電事業者＞
中央給電指令所

中給サーバ

CDT装置

特
別
高
圧
連
系

(

双
方
向)

ｳｲﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ
制御装置等

電力サーバ
（高低圧向け）

高
低
圧
連
系

(

片
方
向)

通信ﾓﾃﾞﾑ SCADA 風車
ｺﾝﾄﾛｰﾗ

通信ﾓﾃﾞﾑ 出力制御
ユニット PCS(狭義)

【前日】
制御予告 【当日】

制御指令（30分単位で制御する直前の時間帯に指令）
即時制御指令

発電量

＜風力発電事業者＞
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○月

1   2    3   4   5   6

7 8   9  10 11 12 13
14 15 16 17 18 19 20

21 22 23 24 25 26 27
28 29 30 31
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【前日】
制御予告

制御
ｽｹｼﾞｭｰﾙ

【前日または指定タイミング】
制御スケジュール取得・書換

１．一般送配電事業者は，発電事業者へ出力制御を前日までに予告。
２．一般送配電事業者は，当日の実需給に応じて特高風力発電事業者へ出力制御指令値を伝送。また，高低圧風力

発電事業者向けには，制御スケジュールを電力サーバ上にアップロード。
３．風力発電事業者は，出力制御指令値または出力制御スケジュールを基に発電出力を調整。
 将来，配信事業者（アグリゲータ）による付加価値サービス提供などにも柔軟に対応することも想定。
 通信環境がない場所においても，1年先までの需給予測に基づき，出力制御スケジュールを予め設定することも可能。

電力サーバ
（特別高圧向け）



p9３．風力発電の遠隔出力制御システムの概要（２）

＜風力発電所側の装置構成（特別高圧）＞

情報伝送装置を設置

ｳｲﾝﾄﾞﾌｧｰﾑｺﾝﾄﾛｰﾗ
（WFC）子局

ｳｲﾝﾄﾞﾌｧｰﾑｺﾝﾄﾛｰﾗ
（WFC）親局

情報伝送項目，
通信方式の標準化

（太陽光に準じた方式）
事業者設備

CDT(※)装置
（送信・受信）

個別に改造対応が必要

風
力
発
電

＜風車メーカの独自仕様＞

標準仕様装置

PCS

PCS監視装置

出力制御情報受信装置(CDT)

出力制御機能付PCS事業者設備情報伝送項目，
通信方式の標準化

太
陽
光
発
電
（
参
考
）

※CDT：Cyclic Digital data Transmission equipment

 情報伝送装置（CDT装置）の設置により，各メーカの風車側制御装置の改造で対応可能。
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標準仕様装置の設置

＜風車メーカの独自仕様＞

事業者設備

風車コントローラSCADA通信モデム

事業者設備 個別に改造対応が必要

高圧・低圧連系
（片方向）

出力制御ユニット通信モデム PCS（狭義）

通信アダプタ（片方向）
個別に改造対応が必要

風
力
発
電

情報伝送項目，
通信方式の標準化

（太陽光に準じた仕様）

情報伝送項目，
通信方式の標準化

（太陽光に準じた仕様）

＜風車メーカの独自仕様＞

標準仕様装置

PCS（狭義）通信モデム

出力制御機能付PCS事業者設備情報伝送項目，
通信方式の標準化

高圧・低圧連系
（片方向）

太
陽
光
発
電
（
参
考
）

出力制御ユニット

＜風力発電所側の装置構成（高圧・低圧）＞

３．風力発電の遠隔出力制御システムの概要（３）

 通信モデムや通信アダプタの設置により，各メーカの風車側制御装置の改造で対応可能。



p11（参考）想定される出力制御システムの概要（１）

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p12（参考）想定される出力制御システムの概要（２）

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p13４．連系事業者への出力制御情報（特別高圧）

送出
元 種 別 概 要 (参考)北海道電力殿仕様

一
般
送
配
電
事
業
者
か
ら
の
信
号

出力制御 「出力制御信号」と「出力制御時間帯信号」，「出力上限
値信号」の組合せにより，出力制御時間帯の出力上限値
を伝送。(３０分単位で制御する直前の時間帯に指令)

出力上限値信号を常時伝送。
抑制なしの場合は100%値を
伝送。

即時出力
制御

「即時出力制御信号」と「出力制御時間帯信号」，「出力
上限値信号」の組合せにより，出力制御時間帯の出力上
限値を伝送。（実需給時間帯における出力抑制時に使
用）

出力制御
時間帯

出力制御対象時間帯を30分コマ48点の時間帯コードに
より指定。

出力上限
値

出力制御時間帯の出力上限値を0～100%で指令。

事
業
者
か
ら
の

信
号

アンサー
バック信号

信号送信なし 出力上限値信号を発電所側
から折り返し送信。

指令回線
異常

事前送信済みの出力上限値により出力制御を実施。事
前送信されていない場合は必要に応じて給電電話で連絡。
ただし，事業者側設備の異常時は原則発電停止。

出力上限値を前値ホールドの
うえ，必要に応じて給電電話
で連絡。

＜出力制御情報の概要＞



p14５．連系事業者への出力制御情報（高圧・低圧）

 高圧・低圧連系の風力発電所の出力制御情報は，出力制御スケジュールを電力サーバ上に
公開。

No. 項目 内容 更新頻度 備考
(1) 固定

スケジュール
一般送配電事業者の需給想定を
もとに13ヶ月(400日)分の出力制
御スケジュールを公開。固定スケ
ジュール更新タイミングに合わせ，電
力ｻｰﾊﾞへアクセスし，制御スケ
ジュールを取得する。

任意
(年1回以上更新)

(2) 更新
スケジュール

一般送配電事業者の需給想定を
もとに固定スケジュールを部分書換
するための出力制御スケジュールを
公開。

更新タイミングは一般送配電事業
者が指定。

任意
(都度更新(最短
30分毎の更新に
対応))

最大7日分のスケ
ジュールを公開



p15６．風力発電遠隔出力制御の技術仕様（特別高圧）
＜技術仕様＞
No. 機 能 項 目 概 要

(1) 部分制御

出力増減

定格出力の100→0%出力（0→100%出力）までの出力変化時間
を，5～10分の間で1分単位の調整が可能とすること（誤差は定格出
力の±5%）

変化率(傾き)を一定にする代わりに，一定のステップで制御する方式も
認める。なお，制御ステップは10%以下とすること。
(制御ステップ) 5分: 10%/30秒(最小)，10分: 10%/1分(最大)

制御分解能
定格出力に対して1%単位での制御とすること。(出力上限指令値を超
過する場合の指令値と出力の偏差は，定格出力の+5%以内とするこ
と)

(2) 故障時
処理 通信故障

 指令回線異常となった場合は，事前に送信された出力上限値以下に
発電出力を制御すること。

 事業者設備において内部通信異常が発生した場合は，5分以内に発
電出力を原則停止すること。ただし，通信再開時は自動または手動い
ずれにおいても復帰可能とすること。



p16７．風力発電遠隔出力制御の技術仕様（高圧・低圧）

No. 機 能 項 目 概 要

(1) 部分制御

出力増減

契約容量の100→0%出力（0→100%出力）までの出力変化時間を，5～
10分の間で1分単位の調整が可能とすること（誤差は契約容量の±5%）

変化率(傾き)を一定にする代わりに，一定のステップで制御する方式も認める。
なお，制御ステップは10%以下とすること。
(制御ステップ) 5分: 10%/30秒(最小)，10分: 10%/1分(最大)

制御
分解能

風車がピッチ制御等を有し，機械的に対応可能な場合，契約容量の1%単位
での制御とすること。(出力上限指令値を超過する場合の指令値と出力の偏差
は，契約容量の+5%以内とすること)

風車にピッチ制御等がなく，機械的に対応不可能な場合，制御値を受信した
場合は，一律，発電機出力を0%とすること。

契約容量
への換算
機能

風車発電容量とPCS容量を入力する機能を有し，出力制御量を「契約容量
ベース」から「PCS容量ベース」に換算して，PCS(狭義)に指令できる機能を具備
する。なお，容量入力にはパスワードを設けるなど，セキュリティを確保すること。

(2) 逆潮流
防止 防止精度

逆潮流防止精度は,検出レベル(発電機定格出力の+5％または＋150Wの大
きい方），検出時限(５分以内)とすること。

出力制御０％の場合
①余剰買取では，連系点の逆潮流をゼロ（自家消費＝発電出力）とする制御，
もしくは発電機出力を０％とする制御

②全量買取では，出力制御（０％）では発電機出力を０％とする制御

(3) PCS(狭義)
通信故障等 通信故障

PCS(狭義)やSCADAの内部通信が異常となってから，５分以内で発電出力を停
止すること。ただし，通信再開時は自動及び手動いずれにおいても復帰可能とする

＜技術仕様＞



p17７．風力発電遠隔出力制御の技術仕様（高圧・低圧）

No. 機 能 項 目 概 要

(4) オンライン
制御 通信頻度

出力制御スケジュールは，最短30分単位で更新可能とすること。
更新周期(次回アクセス)は，電力サーバから指定できる仕様とすること。

(5) スケジュール 制御日数 400日(1年＋α)×48点(24時間/30分)分の出力制御量を設定できること。
任意期間(日単位など)でのスケジュール部分書換が可能な仕様にすること。

(6) 通信故障
等

時計

通信故障
(上位系統)

上位系統からの通信故障の場合，故障前の最新の出力制御スケジュール情報
に基づいて出力制御可能な仕様とすること。

項目 通信機能あり 通信機能なし

時計改ざん
対策

電力ｻｰﾊﾞまたは配
信事業者ｻｰﾊﾞの
時計情報と同期
すること

・時刻の設定はNTPｻｰﾊﾞやGPS等による時刻同
期，もしくはﾒｰｶ等のｻｰﾋﾞｽﾏﾝにて実施すること
・運用開始後の手動による時刻調整は，1日につ
き±10分以内に制限すること（設定時は除く）

時計消失
対策

同上 ・停電時に内部時計が消失しない仕様とすること
・もし時計(年月日)が消失した場合には，NTPｻｰ
ﾊﾞやGPS等による時刻同期，もしくはﾒｰｶ等のｻｰ
ﾋﾞｽﾏﾝによる再設定まで発電機を停止する仕様とす
ること

時計の精度 同上 内部時計は水晶発信器による時計等と同期させ，
時計誤差は±60秒以内/月(常温)とすること
・固定スケジュール更新(年1回以上)時に，時刻
を補正し，上記精度を維持すること

＜技術仕様＞



p18７．風力発電遠隔出力制御の技術仕様（高圧・低圧）

No. 機 能 項 目 概 要

(7) 発電実績等
（推奨仕様）

発
電
実
績
の

ト
ラ
ッ
ク
レ
コ
ー
ド 時間

分解能
トラックレコードの時間分解能は３０ 分とする。

保持期間
出力制御ユニット本体の発電実績（３０分単位）の保持期間は、
遠隔通信の有無に関係なく，最低３ヶ月とする。

保存対象のデータは，発電した電力量とする。

動作表示
『障害発生による出力停止』と『正常な出力制御』の切り分けが可能で
あること。

出力制御中の正動作を確認できるように，『出力制御中』の表示が可
能であること。

＜推奨仕様＞
出力制御に必須の機能ではないものの，事業者の利便性向上等の観点から機能の追加を推奨するもの。



p19（参考）太陽光発電の出力制御機能付PCSの技術仕様

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p20（参考）太陽光発電の出力制御機能付PCSの技術仕様

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p21（参考）太陽光発電の出力制御機能付PCSの技術仕様

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋



p22（参考）太陽光発電の出力制御機能付PCSの技術仕様

日本電機工業会ＨＰ『出力制御機能付ＰＣＳの技術仕様について』より抜粋
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